
５．治安回復のための基盤整備

○地方警察官(3150人)、検察庁職員(203人)、税関職員(185人)、海上保安官(114人)、警察庁職員等（67人）、麻薬取締官(10人)の増員を措置
○出入国審査の一層の厳格化、不法入国者・不法滞在者の大幅な縮減等を図るため、入国管理官署職員(168人)の増員と所要の予算を措置
○矯正施設の過剰収容の解消と矯正処遇の強化のため、矯正職員の増員（刑務所(400人)、少年院(32人)、少年鑑別所(19人)）と所要の予算を措置
○「犯罪・テロ防止に資する先端科学技術研究」を科学技術振興調整費「重要課題解決型研究等の推進」プログラムの対象課題の一つとしている
○凶悪・重大犯罪に対処するための刑事法の整備に関する諮問を法制審議会に行い、同審議会の審議・答申を踏まえ、必要な法整備を行う予定

１．平穏な暮らしを脅かす身近な犯罪の抑止

○平成１６年度地方財政計画において、治安維持特別対策費として、地域住民
やボランティア団体が行う犯罪抑止活動への支援等に要する経費を措置

○「治安情勢に応じた交番機能の強化について」に基づき、都道府県警察におい
て「空き交番」解消のための３カ年計画策定中

○「防犯性能の高い建物部品の開発・普及に関する官民合同会議」を設置し、
「防犯性能の高い建物部品目録」を公表

○自動車盗難等防止に関する官民合同プロジェクトチームにおいて、盗難被害
多発車種の公表や自動車盗難等防止行動計画の改訂を実施

○「配偶者暴力防止法」「児童虐待防止法」の改正等による配偶者からの暴力対
策、児童虐待対策の推進

３．国境を越える脅威への対応

○内閣官房に「水際危機管理チーム」を設置するとともに、枢要な国際空港・港
湾に「空港・港湾危機管理官」を設置

○安全かつ効率的な国際物流の実現に向けた施策パッケージを取りまとめるた
め、関係省庁による調整会議を設置

○入国管理の厳格化及び国際犯罪等に係る捜査・調査の効率化を図るため、事
前旅客情報システム（ＡＰＩＳ）を平成１７年１月から運用開始予定

○「入管法」の改正、査証審査・在留資格審査の厳格化、不法滞在者の摘発強
化等の不法入国・不法滞在者対策の推進

○国際捜査共助のための法改正、中国当局との協議等の推進を通じ、外国関係
機関との連携を強化

４．組織犯罪等からの経済、社会の防護

○警察法の改正により、暴力団対策、薬物銃器対策及び来日外国人対策を一
元的に所掌する「組織犯罪対策部」の設置

○「暴力団対策法」の改正、暴力団排除活動と行政対象暴力対策の推進等に
よる暴力団対策の推進

○薬物乱用対策推進本部・銃器対策推進本部等による薬物・銃器密輸に係る
水際対策の推進

○「廃棄物処理法」「地方税法」の改正等による不法投棄の撲滅と環境犯罪の
取締りの強化

○国際組織犯罪条約及びサイバー犯罪条約の締結と関連刑事法の整備の推
進等による組織犯罪対策及びサイバー犯罪対策の推進

２．社会全体で取り組む少年犯罪の抑止

○平成１６年４月発出の「少年非行防止・保護総合対策推進要綱」に基づく、警
察における総合的な対策の推進

○保護観察中の少年について、その遵守事項の遵守を確保し、指導を一層効果
的にするための制度的措置につき、法改正を含め検討中

○触法少年事案について、警察機関による事実関係の調査権限及び手続の明
確化のための法整備等について検討中

○「地域子ども教室推進事業」「豊かな体験活動推進事業」による地域社会にお
ける教育と少年の居場所づくりの促進

○学校、教育委員会、関係機関からなるサポートチームの組織化など地域社会
における支援システムづくりの推進

「犯罪に強い社会の実現のための行動計画」フォローアップ
（概要）
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